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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転周波数を変更可能な変換器制御方式駆動装置（ＶＦＤ）と機能機械（ＷＭ）とを有
している機械装置（Ｍ）であって、前記変換器制御方式駆動装置（ＶＦＤ）と前記機能機
械（ＷＭ）とがトルク伝達可能なように互いに接続されている、前記機械装置（Ｍ）にお
いて、
　前記機械装置（Ｍ）が、前記変換器制御方式駆動装置（ＶＦＤ）に電気的に接続されて
いると共に入力周波数を出力周波数に変換する周波数変換器（ＶＦＧ）を有している、少
なくとも１つのロータ（Ｒ）を備えており、
　前記周波数変換器が、前記機能機械（ＷＭ）に関連するキャンベル線図において、前記
変換器制御方式駆動装置（ＶＦＤ）によって励振される前記ロータ（Ｒ）の捩じり固有周
波数と、対称なＶ字状になっている次数間高調波励振周波数の直線との交点が、出力周波
数Ｆ１，Ｆ２，Ｆ３，．．．，Ｆｉとなるように構成されており、
　前記出力周波数Ｆ１，．．．，Ｆｉが、前記機械装置の回転速度に関連する集中範囲Ｇ
１，．．．，Ｇｉ，．．．，Ｇｚにグループ化され、
　互いに対して近接していると共にそれぞれが横軸上に共通する出力点を有している、前
記出力周波数Ｆｉが、前記集中範囲Ｇｉに組み込まれており、
　前記集中範囲Ｇ１，．．．，Ｇｉ，．．．，Ｇｚの上限及び下限が、前記ロータの一次
捩じり固有周波数及び／又は二次捩じり固有周波数及び／又は三次捩じり固有周波数と、
前記集中範囲Ｇ１，．．．，Ｇｉ，．．．，Ｇｚの一次の次数間高調波のビームペアの２
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つの直線との交点によって規定されており、
　前記集中範囲Ｇ１，．．．，Ｇｉ，．．．，Ｇｚそれぞれが、遮断範囲（ＦＡ）を規定
しており、
　前記機械装置が、前記遮断範囲（ＦＡ）の範囲外に存在する動作回転速度範囲（ＯＲ）
を有していることを特徴とする機械装置（Ｍ）。
【請求項２】
　前記変換器制御方式駆動装置（ＶＦＤ）が、モータ給電周波数範囲と共に、前記遮断範
囲（ＦＡ）の範囲外に存在する前記動作回転速度範囲（ＯＲ）を規定する極対数（ＰＰＺ
）を有していることを特徴とする請求項１に記載の機械装置（Ｍ）。
【請求項３】
　前記変換器制御方式駆動装置（ＶＦＤ）の回転速度（ｎ１）を前記機能機械（ＷＭ）の
他の回転速度（ｎ２）に伝達するためのトランスミッション（ＴＲ）が、前記変換器制御
方式駆動装置（ＶＦＤ）と前記機能機械（ＷＭ）との間で機能することを特徴とする請求
項１に記載の機械装置（Ｍ）。
【請求項４】
　前記機能機械（ＷＭ）の前記回転速度（ｎ２）が、前記変換器制御方式駆動装置（ＶＦ
Ｄ）の前記回転速度（ｎ１）より大きいことを特徴とする請求項３に記載の機械装置（Ｍ
）。
【請求項５】
　前記周波数変換器（ＶＦＧ）が、電流形インバータ（ＬＣＩ）であることを特徴とする
請求項１～４のいずれか一項に記載の機械装置（Ｍ）。
【請求項６】
　前記変換器（ＶＦＧ）が、電圧形インバータであることを特徴とする請求項１～５のい
ずれか一項に記載の機械装置（Ｍ）。
【請求項７】
　前記変換器制御方式駆動装置（ＶＦＤ）が、同期モータであることを特徴とする請求項
１～６のいずれか一項に記載の機械装置（Ｍ）。
【請求項８】
　前記変換器制御方式駆動装置（ＶＦＤ）が、非同期モータであることを特徴とする請求
項１～７のいずれか一項に記載の機械装置（Ｍ）。
【請求項９】
　前記変換器制御方式駆動装置（ＶＦＤ）の最大吸収能が、少なくとも１メガワットであ
ることを特徴とする請求項１～８のいずれか一項に記載の機械装置（Ｍ）。
【請求項１０】
　前記機能機械（ＷＭ）が、ターボ機械であることを特徴とする請求項１～９のいずれか
一項に記載の機械装置（Ｍ）。
【請求項１１】
　前記機能機械（ＷＭ）が、ターボコンプレッサ（ＣＯ）であることを特徴とする請求項
１０に記載の機械装置（Ｍ）。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれか一項に記載の機械装置（Ｍ）を動作させるための方法であっ
て、前記機械装置（Ｍ）が、回転周波数を変更可能な変換器制御方式駆動装置（ＶＦＤ）
と機能機械（ＷＭ）とを有している前記方法において、
　前記変換器制御方式駆動装置（ＶＦＤ）と前記機能機械（ＷＭ）とが、トルク伝達可能
なように互いに対して接続されており、
　前記機械装置（Ｍ）が、前記変換器制御方式駆動装置（ＶＦＤ）に電気的に接続されて
いると共に入力周波数を出力周波数に変換する周波数変換器（ＶＦＧ）を有している、少
なくとも１つのロータ（Ｒ）を備えており、
　前記周波数変換器が、前記機能機械（ＷＭ）に関連するキャンベル線図において、前記
変換器制御方式駆動装置（ＶＦＤ）によって励振される前記ロータ（Ｒ）の捩じり固有周
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波数と、対称なＶ字状になっている次数間高調波励振周波数の直線との交点が、出力周波
数Ｆ１，Ｆ２，Ｆ３，．．．，Ｆｉとなるように構成されており、
　前記出力周波数Ｆ１，．．．，Ｆｉが、前記機械装置の回転速度に関連する集中範囲Ｇ
１，．．．，Ｇｉ，．．．，Ｇｚにグループ化され、
　互いに対して近接していると共にそれぞれが横軸上に共通する出力点を有している、前
記出力周波数Ｆｉが、前記集中範囲Ｇｉに組み込まれており、
　前記集中範囲Ｇ１，．．．，Ｇｉ，．．．，Ｇｚの上限及び下限が、前記ロータの一次
捩じり固有周波数及び／又は二次捩じり固有周波数及び／又は三次捩じり固有周波数と、
前記集中範囲Ｇ１，．．．，Ｇｉ，．．．，Ｇｚの一次の次数間高調波のビームペアの２
つの直線との交点によって規定されており、
　前記集中範囲Ｇ１，．．．，Ｇｉ，．．．，Ｇｚそれぞれが、遮断範囲（ＦＡ）を規定
しており、
　前記機械装置が、前記遮断範囲（ＦＡ）の範囲外に存在する動作回転速度範囲（ＯＲ）
を有していることを特徴とする方法（Ｍ）。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回転周波数を変更可能な変換器制御方式駆動装置と機能機械とを有している
機械装置であって、変換器制御方式駆動装置と機能機械とがトルク伝達可能なように互い
に接続されている、機械装置において、
　機械装置が、変換器制御方式駆動装置に電気的に接続されていると共に入力周波数を出
力周波数に変換する周波数変換器を有している、少なくとも１つのロータを備えており、
　周波数変換器が、機能機械（ＷＭ）に関連するキャンベル線図において、変換器制御方
式駆動装置によって励振されるロータの捩じり固有周波数と、対称なＶ字状になっている
次数間高調波励振周波数の直線との交点が、出力周波数Ｆ１，Ｆ２，Ｆ３，．．．，Ｆｉ
となるように構成されている、機械装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　このような機械装置は、少なくとも１つのロータを有しており、また、中間に配置され
たトランスミッションの構成部品でもある複数のロータを備えている場合もある。複数の
ロータが設けられている場合には、本発明は当該ロータそれぞれに適用される。単一のロ
ータが設けられている場合には、駆動ロータが、軸線を形成するために、共通する回転軸
線に沿って機能機械のロータに永続的に接続されている。
【０００３】
　本発明の好ましい利用分野は、大きさ、材料の選定、及び著しく小さな組立体の利用の
点において基本的に相違するが、少なくとも１ＭＷの吸収力を有する出力範囲である。
【０００４】
　本発明では、整流した結果として、その次の段階において、出力周波数又は所望の動作
周波数に対する変換器内において、動作周波数ばかりでなく、高調波成分及び次数間高調
波成分もモータの給電信号内において発生する。
【０００５】
　また、フーリエ解析（高速フーリエ変換）が利用される場合には、特にこれら成分は、
給電信号の周波数の整数倍でない周波数成分を定義するために、次数間高調波と呼称され
る。
【０００６】
　モータの給電信号内における高調波周波数及び次数間高調波周波数は、励振捩じりモー
メントとしてモータの空隙内において機械システムに印加される。
【０００７】
　キャンベル線図は、所定の回転速度の範囲内における機械装置の運転性能を、当該回転
速度、励振周波数、及び固有周波数を一覧することによって評価することを可能とする。
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キャンベル線図のＸ軸すなわち横軸は、対象となる機械装置のロータの回転速度を表わす
。回転速度に依存する振動、例えばロータシャフトの捩じり振動の分布が、フーリエ変換
によって時間に基づく定義域から周波数に基づく定義域に変換された場合には、キャンベ
ル線図において、これらが、Ｘ軸に対する変化率が正の直線及び負の直線として表わされ
る。Ｘ軸に対する変化率が負の直線は、ロータの回転速度を表わす。フーリエ変換の次数
（Ｏ１，Ｏ２，・・・）は、中心点ビームとして現われる当該直線に反映されており、当
該直線の傾きは序数に対して比例している。対象となるロータ又は回転部分の固有周波数
の周波数ｆは、縦座標に表わされている。固有周波数は、許容帯域として表わされている
。許容帯域の幅は、モデル化の不正確性の結果として、及び適切であれば他の変形例の不
正確性の結果として生じる。従って、捩じり固有振動数は、特に言及しない限り、いかな
る場合においても上述の許容帯域に関連する。不可避の製造誤差に起因して一定の形状と
することができないので、必然的に、許容帯域には帯域幅が生じる。本発明では、好まし
くは、許容帯域は、機械装置の様々な実施例が計算に直接含まれるように広くすることを
仮定することができるので、その結果として、当該変形例も当該許容帯域の大きさによっ
てカバーされている。従って、許容帯域がある種の正確性に欠くことが望ましい。
【０００８】
　さらに、高調波励振周波数が回転速度から独立している場合には、高調波励振周波数は
横軸に対して平行な直線をとして表わされている。高調波励振周波数が回転速度と共に変
化する場合には、高調波励振周波数は、原点を通過する正又は負の傾きを有する直線とし
て表わされる。機械装置の回転速度が高調波励振周波数の分布と固有周波数の許容帯域と
が交わる範囲内にある場合には、振幅が大きくなることが予想される。
【０００９】
　キャンベル線図では、次数間高調波励振周波数は、出力周波数Ｆ１，Ｆ２，Ｆ３，．．
．，Ｆｎについて対称なＶ字状に生成される。ここで、出力周波数Ｆ１，．．．，Ｆｉ，
．．．，Ｆｎが集中範囲Ｇ１，．．．，Ｇｉ内にグループ化されており、互いに対して近
接していると共に共通する出力点を形成している出力周波数Ｆｉが、集中範囲Ｇｉに組み
込まれている。
【００１０】
　集中範囲Ｇ１，．．．，Ｇｉ，．．．，Ｇｚの上限及び下限が、ロータの一次捩じり固
有周波数と、集中範囲Ｇ１，．．．，Ｇｉ，．．．，Ｇｚそれぞれの一次の次数間高調波
から成るビームペアの２つの直線との交点によって規定されている。次数間高調波の場合
における交点は、次数間高調波が交差している許容帯域の範囲に関連する最大周波数との
一致を常に示している。このことは、二次捩じり固有周波数及び／又は三次捩じり固有周
波数が機械的に生じる限り、上述した一次捩じり固有周波数と同様に（変更すべきところ
は変更して）考えることができる。
【００１１】
　高調波励振周波数及び次数間高調波励振周波数が、（励振周波数又は固有周波数とモー
タの回転速度との関係が作図されている）キャンベル線図において、機械システムの捩じ
り固有周波数と共に表わされている場合には、従来技術に基づくモータによって励振され
得る捩じり固有周波数（通常、一次捩じり固有周波数）と次数間高調波周波数とが、当該
モータの動作範囲内において交差して、交点を形成する。次数間高調波周波数と捩じり固
有周波数との当該交点のうち一の交点における、機械システムの定常状態運転は、捩じり
振動の振幅が大きい共振状態を導くので、トルク伝達列の構成部品には、大きな捩じり応
力が動的に作用する。このことから生じ得る結果、例えばトルク伝達列の構成部品のロー
ドが疲労損傷することは回避すべきことである。
【００１２】
　変換器制御方式モータを備えている駆動装置は、一般に、周波数変換器と同期モータ又
は非同期モータとを有している。変換器に入力される入力周波数が、電力系統の周波数を
供給するエネルギ発生アセンブリの略完全な回転運動に基づく純正弦波振動として実現さ
れている際には、周波数分析のスペクトラムは、変換器からの出力が設定周波数と捩じり
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振動を励起させる他の周波数とを有していることを表わす。高調波励振周波数又は次数間
高調波励振周波数とも呼称される、このような望ましくない副次的な周波数の発生を回避
することは、これまでほぼ不可能であった。モータの通常の動作回転速度範囲内における
次数間高調波励振周波数が、通常、例えば駆動コンプレッサトレーンや他のタービン発電
機のような装置全体の捩じり振動を励振させる。
【００１３】
　機械式トレーンの中間トランスミッションが存在しない限り、励振された捩じり振動に
よって発生される別の負荷の大部分が看過される。しかしながら、望ましくない動的な別
の負荷が機械列の構成部品に生じるので、当該構成部品の疲労に起因して耐用寿命が著し
く短縮される。
【００１４】
　トランスミッションが機械装置の構成部品である場合には、歯車係合が発生するので、
トランスミッション内において、捩じり振動とラジアル振動とが連成される。その結果と
して、トランスミッション内における捩じり振動も、耐用寿命を縮めるという影響を有し
ている。さらには、望ましくないラジアル振動と望ましくない上に増大された騒音（トラ
ンスミッションのたたき音）が発生する。
【００１５】
　望ましくない捩り振動の問題は、捩じりモーメントを動的に測定した場合に限り発見さ
れることがある。このような測定は、ターボ列を連続的に監視するために常に利用される
訳ではなく、顕在化している捩じり共振を特定するにすぎず、このような捩じりモーメン
ト発生の原因を解消させる訳ではない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　本発明の目的は、従来技術の問題を出発点として、変換器制御方式駆動装置を備えてい
る機械装置の動作の滑らかさを改善すること、及び、その結果として、大きな振動に起因
して発生する可能性がある事態、例えば疲労による損傷を回避することである。
【００１７】
　本発明は、請求項１の特徴部分に記載されている機能に従って最初に規定されているタ
イプの機械装置を構成することを提案する。さらに、本発明は、請求項１２に規定される
方法に従って機械装置を動作させることを提案する。
【００１８】
　本明細書では、動作回転速度範囲は、機械装置の構成のための基準として利用されるロ
ータの回転速度の範囲を特定している。当該ロータの回転速度は、想定される動作範囲の
少なくとも９０％の範囲内とされる。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明の特に優位な一の発展形態では、変換器制御方式駆動装置が、変換器のモータ給
電周波数の動作範囲と関連して、集中範囲Ｇ１～Ｇｚの範囲外に存在するモータ給電周波
数及び／又は動作回転速度範囲を規定している、極対数を有している。
【００２０】
　本発明の好ましい利用分野は、タービン発電機として具体化されている機械装置、特に
少なくとも１つのターボコンプレッサを有している機械装置である。現在における駆動装
置の一般的な選択は、集中範囲Ｇ１，．．．，Ｇｚが、駆動範囲内の捩じり固有周波数と
交差すること、ひいてはトレーンの構成部品に大きな捩じり負荷を作用させることを効果
として有している。トルクが変換器制御方式駆動装置から機能機械に伝達する限り、次数
間高調波捩じり励振に関する知識を前提として、駆動装置の特定の極対数（ＰＰＺ）を選
択することによって、駆動装置の動作回転速度範囲内において捩じり共振状態を回避する
ことができる。このような方法で、モータは、動作回転速度範囲をより低い回転速度範囲
又はより高い回転速度範囲に移行させることによって、変換器の固有次数間高調波励振周
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波数を回避することができる。トランスミッションが利用される場合には、さらなる共振
しない動作回転速度範囲が、伝達率を選択的に調整するために利用可能とされる。このこ
とは、例えばトランスミッションが機能機械において変換器制御方式駆動装置の回転速度
を比較的高い回転速度に調整する場合には、本発明において優位である。特に、少なくと
も１つの集中範囲が変換器に入力する入力周波数の範囲内にある場合に、このような場合
は頻繁にあるが、機能機械についての極対数が２より大きい変換器制御方式駆動装置は、
比較的高い回転速度に伝達するトランスミッションと組み合わせて、本発明を特に優位に
実施することができる。このような方法で、モータは、変換器の次数間高調波励振周波数
を比較的低い回転速度に向かって回避し、トランスミッションは、当該比較的低い回転速
度を機能機械の所望の回転速度に又は対応する動作回転速度範囲に調整する。
【００２１】
　二次捩じり固有周波数及び／又は三次捩じり固有周波数が機械的に発生し得る限り、上
述の一次捩じり固有周波数と同様に（変更すべきところは変更した上で）考えることでき
る。
【００２２】
　従って、単に図解することを目的とする典型的な実施例を用いて、本発明を説明する。
また、当業者であれば、特に特許請求の範囲に規定される特徴を任意且つ自由に組み合わ
せることによって、本発明を実施するための他の実施例を想到することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明における機械装置の簡略図である。
【図２】図１に表わす例示における変換器の特性を表わすキャンベル線図を表わす。
【図３】図２に表わすキャンベル線図、及び、機械装置の回転速度の動作範囲に対する実
施可能性の詳細を表わす。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　図１は、本発明における機械装置Ｍの概略図である。本発明における機械装置Ｍの重要
な構成要素は、（周波数）変換器ＶＦＧ、回転速度ｎ１を変更可能な変換器制御方式駆動
装置ＶＦＤ、及び、当該実施例ではコンプレッサＣＯとして具体化されている機能機械Ｗ
Ｍである。
【００２５】
　さらには、典型的な実施例では、トランスミッションＴＲが配設されており、トランス
ミッションＴＲが、駆動装置ＶＦＤによって発生される第１のシャフトＳＨ１における回
転速度を、第２のシャフトＳＨ２における第２の回転速度に変換し、第２のシャフトＳＨ
２がコンプレッサＣＯを駆動する。コンプレッサＣＯは、質量流量Ｍ１を第１の圧力Ｐ１
から第１の圧力Ｐ１より高い第２の圧力Ｐ２に輸送する。変換器ＶＦＧは、例えば５０Ｈ
ｚの電力系統周波数（入力周波数ｆＥ）から、駆動装置に給電するための出力周波数ｆ０
を発生させる。駆動装置ＶＦＤは、変換器ＶＦＧからの出力周波数ｆ０及び極対数（ＮＰ
Ｐ＝対になる極の数）に従って、回転速度ｎ１で回転する。当該実施例では、回転速度ｎ
１は、変換器ＶＦＧからの出力周波数ｆ０と極対数ＮＰＰとの比に対応している。駆動装
置ＶＦＤ、第１のシャフトＳＨ１、トランスミッションＴＲ、第２のシャフトＳＨ２、及
び機能機械ＷＭから成る装置は、シャフトに関連する捩じり固有周波数ＦＴ１，ＦＴ２，
ＦＴｉを有しており、その結果として、運転中に、これら捩じり固有周波数の近傍で大き
な振幅が発生する場合がある。さらに、特に中間に位置するトランスミッションにおいて
捩じり振動と曲げ振動とが連成した結果として、径方向振動が捩じり振動によって励振さ
れる。変換器ＶＦＧは電流形インバータ（ＬＣＩ）とされる。代替的には、変換器は電圧
形インバータであっても良い。
【００２６】
　最初に既に説明したように、変換器ＶＦＧによって発生される出力周波数ｆ０は、異な
る周波数における高調波振動（harmonic oscillation）及び次数間高調波振動（inter-ha
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rmonic oscillation）のさらなる成分が重畳される設定周波数において、純正弦波として
表わされる。
【００２７】
　この点において、図２は、変換器出力のいわゆる次数間高調波励振周波数を表わす概略
的なキャンベル線図である。これら次数間高調波励振周波数は、変換器内において発生さ
れ、モータ内におけるトルク変動として、ステータとロータとの間に設けられた空隙を介
して機械システムに伝達される。
【００２８】
　キャンベル線図は、振動技術に関連するあらゆる分野において利用されており、例えば
ロータ及びブレードの振動を表わすために利用されている。キャンベル線図は、例えば動
作回転速度範囲全体における振動調整を評価するのに適していると共に、起こり得る共振
状態を特定するのに適している。
【００２９】
　また、固有周波数は周波数帯として表わされている場合があるが、その周波数帯の幅は
計算モデルの分散に起因して生じる。高調波励振周波数に加えて、このような応用事例に
ついてのスペクトル成分も存在する。このような成分は、次数間高調波励振周波数と呼称
される。図２及び図３に表わすキャンベル線図では、次数間高調波励振周波数ＦＩＨ１，
ＦＩＨ２，ＦＩＨ３それぞれが、それぞれが対称パートナーを有している直線として表わ
されている。対称パートナーも直線であり、異なる符号と同じ大きさの傾きとを有してい
る。駆動回転速度に対する次数間高調波励振周波数の依存性を示している直線が、キャン
ベル線図の横軸と交わっている。図２は、図２のキャンベル線図においてキャンベル線図
の零点を通過する直線群として表わされる高調波励振周波数に加えて、一例として、それ
ぞれが横軸に始点を有している次数間高調波励振周波数を駆動回転速度の関数として示す
３つの直線群を表わす。
【００３０】
　図３は、駆動装置についての様々な極対数（ＮＰＰ＝１，２，３）の場合を表わす。上
側に位置するキャンベル線図は、分散に対応する幅を有している、実現可能なターボコン
プレッサトレーンの捩じり固有周波数を水平線として表わす。高調波周波数及び次数間高
調波周波数の分布は、原点又は第１の集中点ＣＰを通過する直線に対応しており、変換器
によって発生される。（当該実施例では、例示のみを目的として、捩じり固有周波数の範
囲の上限における交点として表わされる）当該直線とコンプレッサトレーンの捩じり固有
周波数帯ＲＬとの交点が、集中点ＣＰを中心としてグループ化されている回転周波数ｎ１
，．．．，ｎｉとなる。グループ化された回転周波数のうち外縁の回転周波数によって規
定されている範囲ＦＡは、例えば機械装置Ｍの、共振しない目標動作回転速度範囲ＯＲの
一部分を構成するものではない。この場合には、図示されている動作回転速度範囲ＯＲは
、例えば低回転速度における高調波励振周波数ＨＥＦと重複する遮断範囲と次数間高調波
励振周波数ｉＨＥＦと重複する遮断範囲ＦＡとの間に位置している。動作回転速度範囲Ｏ
Ｒは、本明細書では例示的に図３に表わされており、言うまでもなく、実現可能な共振回
転速度範囲の全域に、ひいては図３に表わす集中範囲の上方に配置させることができる。
本発明では、変換器の出力周波数Ｆ０は、次数間高調波励振周波数に起因する顕著な捩じ
りが所望の動作回転速度範囲内で発生しないように、駆動装置ＶＦＤの極対数ＮＰＰと組
み合わせて選定可能とされる。次数間高調波励振周波数の位置は、その特性と変換器ＶＦ
Ｇに入力される入力周波数（電力系統の周波数）ＦＥとに依存している。次数間高調波励
振周波数と重複する遮断範囲ＦＡに対する動作回転速度範囲ＯＲの位置は、極対数ＮＰＰ
によって決定される。例示的な線図ｃ）に図示するように、極対数ＮＰＰ＝２とすること
によって、極対数ＮＰＰ＝１の場合における、約３０００ＲＰＭである集中点を中心とす
る遮断範囲から、約１５００ＲＰＭである集中点を中心とする遮断範囲にシフトさせるこ
とができる。これに対応して、遮断範囲ＦＡの集中範囲ＣＰの幅が、極対数ＮＰＰ＝３で
ある場合には、１０００ＲＰＭにおいて３分の１に低減される。
【符号の説明】
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【００３１】
　Ｍ　　　　機械装置
　ＶＦＧ　　周波数変換器
　ｎ１　　　回転速度
　ＶＦＤ　　変換器制御方式駆動装置
　ＣＯ　　　コンプレッサ
　ＳＨ１　　第１のシャフト
　ＳＨ２　　第２のシャフト
　ＴＲ　　　トランスミッション
　Ｍ１　　　質量流量
　Ｐ１　　　第１の圧力
　Ｐ２　　　第２の圧力
　ｆＥ　　　電力系統周波数（入力周波数）
　ｆ０　　　出力周波数出力周波数
　ＮＰＰ　　極対数
　ＷＭ　　　機能機械
　ＦＴ１　　シャフトに関連する固有周波数
　ＦＴ２　　シャフトに関連する固有周波数
　ＦＴｉ　　シャフトに関連する固有周波数
　ＬＣＩ　　電流形インバータ
　ＦＩＨ１　次数間高調波励振周波数
　ＦＩＨ２　次数間高調波励振周波数
　ＦＩＨ３　次数間高調波励振周波数
　ｎ１　　　回転周波数
　ｎｉ　　　回転周波数
　ＣＰ　　　集中点（集中範囲）
　ＨＥＦ　　低回転速度における高調波励振周波数
　ｉＨＥＦ　次数間高調波励振周波数
　ＦＡ　　　遮断範囲
　ＯＲ　　　動作回転速度範囲
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